
1．背景
　近年、少子高齢化への対策また働き方改革の一環として、
様々な業界において現場オペレーションの業務効率化が進
んでいる。現場オペレーションの中には、過去に蓄積され
たビッグデータに基づいて意思決定を行う場合があり、デ
ジタル化による業務効率化が期待できる。さらに、デジタ
ル化を進めることで、初心者や外国人労働者でも一定の習
熟レベルに達するまでの期間の短縮や離職率の低下につな
がると考えられる。
　株式会社NTTドコモ（以下、ドコモ）では、図1に示すよ
うに、パートナー企業のビッグデータとドコモのビッグデー
タ（モバイル空間統計®のリアルタイム版である「近未来人
数予測®」のデータ。以下、人口統計データ）及び最先端
のAI技術を掛け合わせることで、様々な業界で新たなAIソ
リューションを生み出す取組みを推進している［1］。例えば、
未来のタクシー乗車需要を予測するサービス「AIタクシー ®」
では、東京無線協同組合の持つ乗車実績データとリアルタ
イムの情報である人口統計データを掛け合わせることで未
来の需要予測を行い、熟練ドライバーの持つ乗車需要に関
するノウハウの一部についてデジタル化を行った［2］。これに
より、初心者のドライバーでも乗車需要の高い場所を知る

ことができ、一定のレベルで乗車実績を獲得することが可
能になった。ドコモではAIタクシーの事例を筆頭として、
飲食店業界及び交通業界において、パートナーとの協創に
よる社会問題解決を推進している。本稿では飲食店業界
における取組みとして株式会社サイゼリヤ（以下、サイゼリ
ヤ）との協創事例［3］について述べる。また、交通業界にお
ける取組みとして株式会社ドコモ・バイクシェア（以下、ド
コモ・バイクシェア）との協創事例［4］について述べる。

2．サイゼリヤとの協創事例
　飲食店の店舗運営における重要なオペレーションの一つ
として、いつ顧客がどれぐらい来店するかという来店需要の
予測がある。例えば、来店需要の高低によって、店舗従業
員のシフトスケジュール、食材の調達量や調理を開始する時
間等は大きく変動する。実際よりも大きく需要があると予測
してしまうと、人的コストの増加や食品の廃棄量の増加を
招く恐れがある。また、実際よりも過小に需要を予測してし
まうと、お客様を長時間待たせる、食材が足りなくなるなど
により、来店及び注文の機会損失につながる恐れがある。
このように店舗運営上、お客様の来店需要の予測は非常に
重要であるが、来店需要は、天候、場所の特性、周辺のイ
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■図1．ビッグデータを活用したパートナー企業との新たな価値の協創
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ベントなど様々な要因の組合せで変動するため、熟練者で
も事前に需要予測を的確に行うことは非常に難しい。
　ドコモでは、サイゼリヤとの協創において、サイゼリヤが
保持する各店舗の過去の売上実績に加え、リアルタイムで
変動する情報として各店舗周辺の人口統計データや気象
データを特徴量とし、当日の売上実績データを正解データ
として、教師あり機械学習により1時間ごとの店舗別売上の
予測モデルを構築した。さらに、高需要の時間帯における
需要予測の精度を上げるため、リアルタイムの特徴を重視
するモデルを開発した［5］。これによりサイゼリヤの従来モデ
ルに比べ、高需要帯における需要を高精度に予測できるよ
うになった。実店舗でのトライアルに向けて、サイゼリヤの
実店舗で利用可能な需要予測の可視化ツールを構築した。
可視化ツールでは、2週間前／前日時点／ 1時間前の3種類
の予測結果を可視化している。2週間前／前日時点での予
測値は、店舗従業員のシフト管理に活用いただくことを想
定している。一方、1時間前時点での予測値は、直前の店
舗周辺の人口統計データや天候データを活用するため、突
発的な需要変動についての高精度な予測を期待でき、想
定外の来店客数の急増を把握し食材の事前準備等に活用
いただくことを想定している。本可視化ツールを用い、
2018年11月〜2019年3月の間でサイゼリヤの実店舗でのトラ
イアルを実施した。

3．ドコモ・バイクシェアとの協創事例
　近年、過密する交通渋滞の緩和や環境負荷低減等のた
め、世界的にシェアサイクルが拡大している。日本におい
ても、ドコモ・バイクシェアを筆頭に各地でシェアサイクル
が拡大しており、当該サービスの利用回数は、2011年度か
ら2018年度にかけて約4万回から約810万回に急増してい
る。シェアサイクルでは、ユーザは主要な場所に設置され
たサイクルポートで自転車を借り、利用後は別のサイクル
ポートに返却する。そのため、ユーザが利用・返却したい
ときに自転車を借りることができ、返却できるよう、どこで
どれぐらい貸出・返却需要があるか事前に把握し、自転車
を返却需要の高いサイクルポートから貸出需要の高いサイ
クルポートに再配置することが必要である。誤った貸出需
要の予測に基づき再配置業務を行ってしまうと、貸出需要
の高いサイクルポートでは貸出可能な自転車がなくなってし
まい、ユーザの利用機会の損失につながる。また、返却
需要の高いサイクルポートでは返却された自転車であふれ
てしまい、景観悪化や交通の妨げにつながる。2019年3月

末時点でドコモ・バイクシェアの都内のサイクルポート数は
約690か所、自転車台数は約7,600台存在し、再配置業務
の効率化が急務となっている。そこで、ドコモでは、ドコモ・
バイクシェアとの協創において、ドコモ・バイクシェアが持
つ過去のサイクルポートの貸出・返却実績と、リアルタイム
の情報であるサイクルポート周辺の人口統計データや気象
データを特徴量とし、当日の1時間ごとのサイクルポートの
貸出・返却データを正解データとして、教師あり機械学習に
より貸出・返却の需要予測モデルを構築した。需要予測モ
デルに基づき、再配置計画を生成し、タブレット端末で再
配置計画を提示する可視化ツールを構築した。2018年11月
26日から千代田区、港区、新宿区において、実際に本ツー
ルを利用した再配置作業のトライアルを開始した。その後
順次、文京区、練馬区、江東区、中央区においても、本ツー
ルを利用した再配置を実施している。

4．おわりに
　本稿では、ドコモの人口統計データ及び最先端のAI技
術を活用したパートナー企業との新たな価値の協創事例に
ついて紹介した。人口統計データを活用することで、人々
の動きをリアルタイムに把握することができ、実店舗を持
つ飲食業界や、交通業界での現場オペレーションを効率化
できる可能性を示した。今後は、トライアルの効果検証と
ともに、さらに小売業界や運輸業界等、別の業界のパート
ナーとの連携も加速していきたい。
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